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政策ガバナンス研究の分析モデル
－主導・指向・認知の座標軸－
中　村　祐　司
Ⅰ . ガバナンス研究の広範な射程
近年、ガバナンス（統治、協治、共治）という
用語は、社会科学の研究領域のみならず、新聞等
の各種報道メディアや市民・団体・企業などの活
動においても、それらが遵守すべき規範や実践、
さらには成果をめぐる指針として広く浸透するよ
うになった。
ガバナンスは、超国家レベルを活動の舞台とす
る国連、NGO、多国籍企業といった国際組織や
EU など複数の国家間の地域連携組織においても、
しばしば言及される。また、政府（中央政府や地
方自治体）レベルにおいても、国内あるいは地方
自治体に拠点を有する企業活動（たとえばコーポ
レート・ガバナンスなど）においても用いられる。
さらには地域社会やコミュニティ（たとえばコミュ
ニティ・ガバナンスなど）においても、ガバナン
スの必要性・不可欠性が注目されつつある。
地球規模から近隣社会に至るまでの、こうした
垂直的系列に位置するガバナンスと同時に、行政、
市民・団体、NPO・NGO、企業といった異なる
セクター間での協働、連携、パートナーシップ、
ネットワークなど水平的系列に位置するガバナン
スが議論の俎上に載る機会も多くなった。
公的セクターである行政にとって、財源や人的
資源の枯渇化傾向のなかで、実質か形式かを問わ
ず、政府・自治体活動の立案・実施・評価・還元
のプロセスに他のセクターを参入させ、公的活動
の担い手になってもらわなければ、多くの公共
サービスそのものが提供できなくなる。市民やＮ
ＰＯなどのボランタリーセクターから見れば、自
らの活動目的（社会的利益や公益）を達成するた
めには、活動規模が大きくなればなるほど、行政
からの許認可の獲得や財源の提供・助成、そして
企業からの金銭的・人的支援が欠かせなくなる。
企業などの私的セクターから見れば、自らの活動
目的（営利の追求）を達成するためには、その市
場活動にかかわる行政からの承認のみならず、行
政や地域社会に対する社会的貢献活動こそが問わ
れてくる。
ガバナンス研究は、こうしたマクロレベルから
ミクロレベルで活動する諸アクターや利害関係者
（ステークホルダー）間での配列を、部分的にせ
よ包括的にせよ統御・制御しようとするところの、
ある種の大風呂敷を広げた分析であることは間違
いない。果たして、ガバナンス研究とは、政治・
経済・社会空間において過去に展開された、ある
いは現在進行形の、さらには今後予想されるとこ
ろの組織間、利害関係者間、諸アクター間の相互
作用を的確に把握し、かつ最適な方向を提示でき
る学問上の魔法の杖のようなものなのだろうか。
それとも、この領域の地道な実証研究の積み重ね
は、社会科学上の壮大な知恵の発露につながる基
盤となり得るのだろうか。
本研究の目的は、近年の主要なガバナンス研究
を整理した上で、とくに公共政策ガバナンス実証
研究についての分析モデルを提示することである。
政府や地方自治体の大小にかかわらず、政策が存
在する限り、そこには立案・実施・評価・還元の
プロセスにおける関係者や関係組織間での合意形
成が不可欠である。政策形成は同時に利害関係者
間での調整、すなわち協議等を通じた摩擦・譲歩・
妥協などが交錯する連続体でもある。たとえば、
森羅万象に及ぶ政策領域において全国で見られる
日常的に無数に展開している審議会活動に限った
としても、それら一つ一つのガバナンスの性格は
異なり、各々には当該政策や当該地域が抱える固
有の特性がある。
一方で審議会方式の場合、審議会の構成メン
バーと担当部局の行政職員との協議の進め方およ
び決定や提言・報告に至る手続き、議事録作成な
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ど、形式面では類似・共通面が多い。ガバナンス
研究における審議会活動の諸事例を横断的に貫く
ような分析の基軸（座標軸）を設定できれば、ガ
バナンス実証研究の新境地を開くことになるので
はないだろうか。
Ⅱ . 新公共ガバナンス論（NPG）の登場
ステファン・オスボーン (Stephen P. Osborne) は、
大きく三つのガバナンスを挙げた。「コーポレー
ト・ガバナンス」(Corporate governance) は、あら
ゆる組織に対して方向性と説明責任を提供すると
ころの内部システムおよび内部プロセスにかかわ
る。公共サービスの面では、政策を実現する場合
の、政策作成者もしくは公的組織の受託者と上級
管理者との関係にかかわってくる。「良きガバナ
ンス」(“Good”governance) は、たとえば世界銀行
といったような超国家的機関による社会的・政治
的・行政的ガバナンスの規範的モデルの普及にか
かわっている。このガバナンスは、公的資源の配
分や統治をめぐる市場をベースにしたアプローチ
にかかわっている。そして、ステファンは「公共
ガバナンス」(Public governance) の趨勢を、以下
の五つに分類した。
第 1 の「社会政治的ガバナンス」(Socio-political 
governance) は、社会における包括的制度的諸関係
に焦点を当てる。これらの諸関係や相互作用は、
公共政策の創出や実施を理解するために全体性の
なかで理解されなければならない。このアプロー
チでは、政府はもはや政策において支配的な存在
ではなく、当該領域における正当性や影響力をめ
ぐり他の社会的諸アクターに依拠せざるを得ない。
第 2 の「（公共）政策ガバナンス」(Public policy 
governance) は、政策ネットワークにおいて政策エ
リートが公共政策プロセスを創出し統治するため
に、どのように相互に作用するのかに注目し、政策
共同体や政策ネットワークの作動の特質を探求す
る。また、多くの利害関係者からなる政策ネットワー
ク内の政治的方向を打ち出すための、メタ・ガバナ
ンス (Meta-governance. ガバナンスをガバナンスする
の意 ) のあり方を追求する。
第 3 の「管理ガバナンス」(Administrative governance)
は、現代国家の複雑性を包含するための行政学や
その再設定における効果的な適用に関心の目を向け
る。この場合、ガバナンスは、「空洞化国家」とい
う状況のなかで公共政策の実施や公共サービスの執
行の総称を代理定義する用語として用いられる。
第 4 の「契約ガバナンス」(Contract governance)
は、ＮＰＭ（New Public Management.新公共管理論）
の内部的作動やとくに公共サービスの執行におけ
る契約関係を通じた統治を対象とする。現代の契
約国家において公的機関は、自らがコントロール
できないところの公共サービス執行システムに責
任を有するようになったという指摘もなされる。
第 5 の「ネットワーク・ガバナンス」は、いか
に自己組織化した相互組織間ネットワークが、公
共サービスを提供するために、政府とともにある
いは政府なしで機能するかに焦点が当てられる。
公共政策ガバナンスとは対照的に、ネットワーク・
ガバナンスは公共政策を実施し、公共サービスを
執行するところのネットワークそのものを議論の
俎上に載せる 1。
こうしてオスボーンは表１のように、行政学
(PA=Public Administration)・NPM との対比やコア
要素に注目しつつ、NPM ならぬ NPG (New Public 
Governance. 新公共ガバナンス論 ) という新たな
ガバナンス概念を提示したのである 2。
表１　新公共ガバナンス論（NPG）のコア要素（行政学・新公共管理論との対比）
研究枠組
／コア要素
理論的基礎 国家の性質 研究の焦点 強調点 資源配分メカ
ニズム
公共サービス提供
システムの性質
基底価値
PA（行政学） 政治学、公共
政策
単一政府制 政治システム 政策の創出と実
施
ヒエラルヒー 閉鎖的 公的セクター
NPM（新公共
管理論）
合理的・公共
選択理論、マ
ネジメント研
究
調節 組織 組織資源および
組織パフォーマン
スの管理
市 場と、 古典
的もしくは新古
典的な契約
開放・合理的 競争および市
場の有効性
NPG（ 新 公 共
ガバナンス論）
組織論、ネッ
トワーク論
多元的 状況のなかで
の組織
価 値・意 義・関
係をめぐる協議
ネットワークお
よび相関契約
状況によって開放
的あるいは閉鎖的
分散と競合
出典：Stephen P. Osborne, “The (New) Public Governance: a suitable case for treatment?”, in Stephen P. Osborne ed., the 
New Public Governance?  (Routledge, New York, 2010), 10.
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Ⅲ . 都市ガバナンスをめぐる四つの類型
ジョン・ピエレ (Jon Pierre) は、都市をめぐるガバ
ナンスについて、以下のような四つのガバナンス類
型を提示した（表２）。「運営ガバナンス」(Managerial 
governance) は、効率や政治的・行政的都合に重きを
置く。運営ガバナンスは政治よりも行政の都合が優
先されるガバナンスであるという指摘もある。この
ガバナンスでは、地方自治体の運営はあくまでも専
門的な行政職員の仕事であり、行政と外部の社会的
アクターとの関係は、このような視点から捉えられ
る。この都市ガバナンスのモデルにおいては、イデ
オロギーが入る余地はほとんどない。
「コーポラティスト・ガバナンス」(Corporatist 
governance) は配分的なプログラムや政策にかか
わる。政治的伝達の舞台として事業が提供される
ところの、さらには利益団体と配分団体との間の
摩擦が提供されるところの、政治的な都市ガバナ
ンスとして位置づけられる。このガバナンスにお
ける利益団体など主要なアクターは、都市やその
機構に対して政治的支援の土台を崩す影響力を
持っている。
「成長優先ガバナンス」(Pro-growth) では、民間
資本やそれを都市ガバナンスのプロセスにもたら
すことが不可欠だとのスタンスを取る。このモデ
ルで優先されるのは配分ではなく富の創出である。
「福利ガバナンス」(Welfare governance) は、弱
い立場にある住民に対して政治的・物質的な利益
を提供するガバナンスを指す。成長優先ガバナン
スと同様に、このガバナンスモデルが目的とする
ところは、国家から資源を得ることである 3。
表２　都市ガバナンスをめぐる四類型
類型
/ 課題項目
運営ガバ
ナンス
コーポラティス
ト・ガバナンス
成長優先
ガバナンス
福利ガバ
ナンス
政治的目的 効率性 配分 成長 再配分
政策スタイル 実用的 イデオロギー
的
実用的 イデオロ
ギー的
政治的やり
取り
合意 摩擦 合意 摩擦
市と市民の
関係
排他的 内包的 排他的 内包的
主要な状況
依存
専門職業
人
市民リー ダー 企業 国家
追従の様式 ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ
主要な評価
基準
効率性 参加 成長 公正
出典：Jon Pierre, The Politics of Urban Governance 
(Palgrave Macmillan, Hampshire, 2011),143.
Ⅳ . ネットワーク・マネジメントと行政職員
ロウズ (R. A. W. Rhodes) は、ネットワークには
明確な優位性があるとして、①市場やヒエラル
ヒーが作動しない状況で作動する。②政策形成者
と実施機関を集約し、利用可能な専門性と情報を
増大させることができる。③当該政策について協
議するための多くの諸アクターをもたらし、その
ことが政策へのアクセスを容易にし、政策をめぐ
る遵守性を向上させる。④政策形成に利用可能な
資源を、資源公的セクター、私的セクター、ボラ
ンタリーセクターの集積を通じて増加させる、と
指摘した 4。
また、エリック (Erik-Hans Klijn) らは、ネット
ワーク・マネジメントに焦点を当て、以下のよう
に論を展開した。
ネットワーク概念はもともとは、他の諸アク
ターへの依存を仮定した場合の、政策の実現を目
指す政府の限界を指し示すものであった。ここ
15 年間の関心の焦点は、ネットワーク・マネジ
メントの戦略が、複雑なガバナンスプロセスにお
いて良い成果を生み出す上で重要であるか否かで
あった。オーストラリア、アメリカ、イギリス、
オランダ、イタリア、デンマーク、フランスといっ
た多くの国々で事例研究がなされたが、これらの
知見によれば、ネットワーク・マネジメントはネッ
トワークにおいて成果を生み出すための不可欠な
要素であることを示している。事例研究では、ネッ
トワーク・マネジメントの重要性が確認された。
さらに、ネットワーク戦略は行政職員に対して、
複雑な政策過程に対応するのに魅力的な方策を提
供するという知見もある。
要するに現在においてもネットワーク・マネジ
メントは、複雑な社会問題に対応するための総称
的な方策として、その重要性が学問の世界で認知
されている。一方で、ガバナンス・ネットワーク
と（代表制）民主主義との緊張は文献において何
度も指摘されているテーマである。民主的正当性
にどのようにネットワーク・マネジメントあるい
はメタ・ガバナンスが貢献できるかについての実
証研究が求められている 5。
エリックらが投げかけたところの行政職員が担
うネットワーク・マネジメント戦略の重要性にあ
たかも応答するかのように、ポール・ウィリアム
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ズ (Paul Williams) は、脱現代の 6 項目に及ぶリー
ダーシップの特徴を挙げた（表３）。
表３ 現代と脱現代のリーダーシップをめぐる対照性
現代のリー ダ シーップ 脱現代のリー ダ シーップ
1. ヒエラルヒー
2. 従順の喚起
3. 管理能力があり組織を制
御
4. 従順者をある特定の方向
へ動かす責任
5. 英雄的で正しい答えの提
供
6. 特定の解決あるいは戦略
に対する関心
1. 非ヒエラルヒー で相互組織
的
2. 協働と協力行動の喚起
3. 行動に向け必要な促進・
誘発の提供
4. 利害関係者を召集し、一
致した行動についての合
意形成の手助け
5. 正統な課題設定に向けた
手助け
6. 成果をめぐる合意取得に
対する関心と、成果に至
る多様な方策を促進
出典：Paul Williams, “The Competent Boundary 
Spanner”, in R. A. W. Rhodes ed., Public Administration 
25 Years of Analysis and Debate (John Wiley & Sons Ltd, 
West Sussex, 2011), 222.
Ⅴ . 分権・分散・周縁のガバナンスへ
さらにロウズは、ここ 10 年間のガバナンス研
究について、ガバナンス研究には、三つの波が生
じたとし、それはネットワーク・ガバナンス研究、
メタ・ガバナンス研究、周縁化・偏心化 (decentred)
したガバナンス研究であると指摘した。そして、
とくに周縁化ガバナンスについて、個々人が意義
を生み出したり、意義にもとづいて行動する実際
の社会構築の側面に注目した 6。ロウズは政策形
成において周縁に置かれがちな地域社会の個々人
の実践的活動に焦点を当てた研究の意義を説いた
のである。
もちろん、ここでいうところの周縁には、政府
と地方自治体との政府間関係における後者への分
権の趨勢や、当局とボランタリー組織・企業といっ
た行政と組織・団体との関係における後者への担
い手の分散傾向など、個々人以外のアクターや地
域組織も含まれる。したがって、ロウズはローカ
ルガバナンス研究の蓄積の意義を説いたという見
方もできよう。
そのことは、キャサリン・デュロウズ (Catherine 
Durose) らが住民と行政との共通理解の難しさを
指摘した知見からも窺われる。すなわち、デュロ
ウズによれば、住民側の強い願望と、ガバナンス
によって当然のごとく仮定されているものとの間
で、多くの理解ギャップと食い違いがあることが
見出された。ローカルガバナンスは、要求する住
民、多様な住民、複雑で変容する社会とに直面し
ている。こうした環境における政策の展開は、何
が要求されているのか理解しそれを効果的に執行
していく上で重要な課題に直面する、というもの
である 7。
さらに興味深いのは、分権・分散・周縁のガバ
ナンスが、グローバル世界への柔軟な適応とグ
ローバル資源を活かす戦略という文脈で実際に作
動していると結論する実証研究の存在である。ニ
ルズ・アーサエザー (Nils Aarsaether) らは、カナダ、
ロシア、ノルウェーにおける北部周縁における地
域開発および市町村ガバナンスをめぐる実証研究
に従事し、これらの地域では経済、環境、社会を
めぐる持続可能生の課題に直面していたが、そこ
で暮らす人々には適応力・回復力があることを見
出した。これらの地域社会は中央・地方関係の枠
組み内に統合されてはいるものの、当該地域のイ
ニシアチブが強く発揮され、外部の公的機関、個
人、ボランタリー組織、私企業との戦略的つなが
りを持っていたと指摘する。
ますますグローバル化する国際経済において、
自らの将来を形成する上で実質的にはこのような
諸アクターが主要な存在となっている。そして、
ローカルガバナンスは、国家−地方システムの枠
組みにおいて実践されている。ニルズらは、結局
のところ、中央から地方への意思決定権の移行が
急速な変化に伴う社会的・文化的課題に対応する
最も重要な要素なのであり、求心から遠心へシフ
トする統治モデルを規制緩和、分散、分権とのか
かわりで示したのである 8。
Ⅵ . 参加とガバナンス
ガバナンス研究の関心が分権・分散・周縁化へ
向けられつつあるとすれば、政策形成への参加を
めぐる課題は無視できないものとなる。
日本における広域自治体レベルにおいても、た
とえば佐賀県における公共ガバナンスの担い手と
しての市民セクターや私的セクターの活動実践が
国連によって報告されている。
佐賀県では、住民ニーズをより良く充足させ
るための私的セクター・市民社会組織（CSO ＝
civil-society organization）との協働や公共サービ
スの執行についてオープンな形での討議が行われ
93政策ガバナンス研究の分析モデル
た。当初は「改革疲れ」も見られたものの、市民
セクターや私的セクターが公共サービスの担い手
となり得るかについての検証が行われた。このよ
うに近年、日本では介護、児童保育、環境保護、
気象把握、地域社会の安全・安心、生涯学習など
の領域において、これらに取り組む市民社会組織
が増えてきている 9。
また、先述のエリックは、政策形成における３
類型の参加（協議による参加、代表による参加、
意思表明による参加）を挙げた（表４）。
表４ 参加をめぐる三つの類型
類型
/ 項目
協議による参
加
代表による参
加
意思表明によ
る参加
参加の焦点 政策意図の選
択についての説
明
決定過程全体
へのかかわり
問題明示や解
決立案のプロセ
スへのかかわり
相互作用 付随的 過程全体で強 特定時点で強
制度化 フォーマルな協
議手続
常設的な組織
（プロジェクト
組織など）
特 別 規 定（ 企
画グループ・会
議・評価）
参加の原則 自己利益、単
一イシュー 組織
結束し、 しば
しば地域的に
組織化
利用者もしくは
住民としての関
心
参加の基準 個人的なかか
わり
代表制 機能的な関与・
情報・知識
動機 （法的）立場の
保護
市民の代表 支 援 の 創 出、
質の向上、 民
主的正当性
事例 フォーマルな計
画立案手続き
に関する協議
規定
都市再生プロ
ジェクトをめぐ
るローカルネッ
トワーク
相互作用的な
意思決定過程
出典：Erik-Hans Klijin and Joop F.M. Koppenjan, 
“Rediscovering the Citizen: New Roles for Politicians in 
Interactive Policy Making” in Peter McLaverty ed., Public 
Participation and Innovations in Community Governance 
(Ashgate Publishing Limmited, Aldershot, 2003), 146.
Ⅶ . 政策ガバナンスをめぐる分析モデルの提示
ガバナンス研究の射程は広範囲であることを前
提に、時代的趨勢としての新公共ガバナンス論を
視野に入れながら、とくに公共ガバナンスにおけ
る政策ガバナンスに注目して、都市ガバナンス、
ネットワーク・マネジメント、ガバナンスをめぐ
る分権・分散・周縁や参加をめぐる近年のいくつ
かの文献を対象に、各々の論者の知見を把握して
きた。
都市ガバナンスにおける管理ガバナンスやネッ
トワーク・マネジメントにおけるリーダーシップ
の中心的な担い手となるが行政職員である。また、
とくにローカルガバナンスのプロセスにおいて、
新たな形態の参加が不可欠となっている。ガバナ
ンス周縁化の不可避的展開は、現場に近いところ
での政策形成や政策決定を必然的に要請する。
仮に、政策ガバナンス分析において行政主導・
審議会主導という主導性をめぐる二つの軸を設定
するとすれば、行政が主導するのか審議会が主
導するのかといった二者択一的な是非論ではない
ものの、この二つの主導性について各々に強弱を
付与することができる。さらに絞り込めば、ここ
でいうところの行政とは地方自治体を想定してお
り、審議会とは、地方自治体における審議会・委
員会・検討階・懇談会などを想定している。後者
については、メンバーが公募、学識経験者、充て
職などから構成されるがゆえに、実質はともかく、
形式的には当該地域や当該政策関連領域あるいは
住民の意向を一定程度達成していると捉える。
もう一つの軸は指向性である。審議会活動のプ
ロセスや活動成果としての報告や提言が行政の内
側に向かうのか、それとも行政の外側（社会や住
民）に向かうのかという軸である。主導性がどち
らにあるにせよ、成果・結果としての情報提供や
働きかけのベクトルが内向きか外向きかの違い
は、当該政策の意義の軽重に直結する。たとえば
行政改革のように成果・結果が内向きだとしても、
公共サービスの提供の仕方やサービス自体の質量
にも影響を及ぼすことで、そのことが行政に対す
る住民の受け止め方を変えることがある。そのよ
うな意味で指向性については、政策決定の対象が
内向きか外向きかという当該政策固有の性質には
左右されないものとする。
図 1 公共政策ガバナンスにおける指向性と主導性
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図１は、政策ガバナンスをめぐる座標軸につい
て、横軸を指向性（行政内か行政外か）、縦軸を
主導性（行政主導か審議会主導か）に設定し、横
軸・縦軸の並びで各々の強弱を類型化したもので
ある。担い手が行政担当部局よりも審議会（住民・
第三者）に比重を置き、かつ行政外指向性が強い
ことがローカルガバナンスの理想値とすれば、最
適指標値は行政外指向・審議会主導が強・強の座
標面となる。一方で最悪指標値は行政内指向・行
政主導が強・強の座標面となる。図中の矢印は最
適指標値へ至る多元的な道筋を示している。また、
二つの座標軸は連続体であり、各々の政策ガバナ
ンスは合計 16 に区切られた座標面内のどこに位
置づけられるかによっても、主導性や指向性の強
弱の程度が異なる。
図 2 政策ガバナンスをめぐる主導・指向・認知
図２は、こうした指向性（横の座標軸）と主導
性（縦の座標軸）の軸に社会的認知・不認知の軸（高
さの座標軸）を加えたものである。社会的認知と
は当該政策課題や政策決定をめぐる住民との理解
の共有や浸透・承認・合意を指す。社会的不認知
とは理解共有や浸透・承認・合意が一定程度に達
してない状況を指す。したがって、理想値基準で
いえば、社会的認知が強であるのが最適指標、社
会的不認知が強であるのが最悪指標となる。
また図２では、図１における強弱をめぐる類型
を単純化し、図中の①②③を境に当該政策ガバナ
ンスが連続体の座標軸のどこに位置するのかをイ
メージ化した。縦の軸では①を境に奥側が審議会
主導、手前側が行政主導となり、横の軸では②を
境に左側が行政内指向、右側が行政外指向となり、
高さの軸では③を境に上側が社会的認知、下側が
社会的不認知となる。
したがって、最適指標値は、審議会主導で行政
外を指向し社会的にも認知されている位置（図中
の上部右側奥）であり、最悪指標値は、行政主導
で行政内を指向し社会的にも認知されていない位
置（図中の下部左側手前）である。また、図１と
同様に三つの座標軸は連続体であり、各々の政策
ガバナンスは合計八つに区切られた座標空間内の
どこに位置づけられるかによっても、主導性・指
向性・認知性の強弱の程度は異なる。
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Abstract
Public Governance includes socio-political governance, policy governance, administrative governance, contract 
governance and network governance. Public policy governance is related to interactions among stakeholders in each 
policy processes and policy decisions.
Some important keyword are examined such as city governance, network management, decentralization, decen-
tered governance and participation.And this paper is to present the analysis model of policy governance. The model 
consits of three coordinate axis : the administrative leadership-committee leadership, the extra-administration direc-
tivity-intra-administration directivity  and the social recognition-social unrecognition. 
The horizontal dimension means the axis of directivity. The vertical dimension means the axis of leadership. The 
height dimension means the axis of recognition. In this analysis model of policy governance, on the one hand,the 
ideal best criteria is the axis positon of committee leadership, extra-administration directivity and social recognition 
(the upper part, the left side and the inner part of the figure 2). On the other hand, the worst criteria is the axis posi-
ton of administrative leadership,intra-administration directivity and social unrecognition (the lower part, the right 
side and the near part of the figure 2).
（2012 年 10 月 29 日受理）
Analysis Model of Policy Governance, the Leadership- 
Directivity-Recognition Axis
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